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牧草と園芸　第５１巻第１号（２００３年）

　長びく不況という厳しい経済情勢の下で，平成６

年迄は１１兆円台であった農業生産額も，その後早い

テンポで下降していて，平成１３年には９兆円を割る

に至った。農業経済の衰弱が目立つ中で，乳用牛部

門は８千億円弱を維持し，牛海綿状脳症ＢＳＥの脅

威にさらされ乍も，酪農経営の経済は健全で活力を

維持している。ここで酪農経営の活力を支える諸側

面を確認し，明日への発展につなげたい。

1　農業の全体的衰退の中で健闘する酪農

　包括的な貿易交渉ＵＲの合意は，わが国の農業生

産を直撃し，コメを筆頭に耕種部門の生産額は年々

大幅に縮小している。幸い畜産部門では，ＵＲ合意

以前に豚肉や鶏肉は自由化されていて，牛肉はＵＲ

交渉とは別に米国からの訴えを受けて市場を解放し

ていたので，最近におけるその生産額変化は僅かに

とどまっている。このように農業生産額の推移から

経済的な活力を読みとると，酪農や畜産の健在さを

よみとることが出来る。

　全国の農業生産額は，平成６年頃までは１１兆円台

を維持していたが，その後減少に転じ，平成１３年に

は８兆８，５２１億円と急速に減少した。最近７年間で

の減少額は，２兆４，１７０億円となっていて，減少率

は２１．５％を記録したことになる。現在の農業生産額

は平成６年の５分の４弱となった。農業の衰退ぶり

に一抹の不安を覚えざるを得ないのである。ただ

し，この間の生産額減少の６０％は耕種部門の縮小

で，その額は２兆２，２６６億円減となり，うちコメが最

も多くて，１兆４，５１９億円減，その他の耕種で７，７４７

億円減の構成となっている。耕種農業の衰退ぶりは

顕著なのである。一方畜産部門の生産額は同じ７年

間に，１，７３５億円減（△６．６２％）となっていて，その

うち乳用牛は４１３億円減（△５．１％）にとどまってい

る。農業産出額の４分の１強を占める畜産部門が健

在であり，その約３分の１を占める乳用牛も安定し

ている。このように生産額の推移からも酪農の強み

を確認することができる。

2　回復基調にある酪農の収益性

　平成１３年９月に牛海綿状脳症ＢＳＥ陽性牛が発生

したことの影響で，育成牛や経産肉用牛の相場が悪

化し，酪農経営は副産物収入の著しい低下を余儀な

くされた。農政当局のご尽力により徹底したＢＳＥ

関連対策が行われたので，乳用牛個体の市場も順調

に回復しつつあるという。関係者のご努力に感謝申

し上げたい。

　ＢＳＥに派生する様々な出来事が酪農経営経済に

影響しているが，農林水産省による「畜産物生産費

調査」で確認してみると，酪農経営の収益性は平成

２年にピークを迎え，その後低下傾向をたどってい

たが，搾乳牛１頭当たり所得でみると平成１１年に，

また１日当たり家族労働報酬でみると平成１０年に，

それぞれボトム（底）を形成したが，それ以降上昇

局面を迎えている。１４年のデータは，平成１３年４月
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から１４年３月までの期間のもので，ＢＳＥ発生の影

響を含んでいる。ただし前年に較べて１頭当たり所

得で８，５１１円の減少，一日当たり家族労働報酬で３４３

円の減少にとどまっている。ＢＳＥに起因する副産

物収入の減少を，資材費や労働費をきりつめる要領

で補うことで，搾乳牛１頭当たりで２３万円台の所得

を，１日当たり家族労働報酬で１４千円台を，それぞれ

確保しているのである。畜産の分野では酪農は甚だ

恵れた収益性を維持しているのである。

3　酪農経営に顕著にみられる規模の経済性

　今日の農業を総括的にみると，農業より離脱する

者が多く，農業に参入する者が少ないため，農業従

事者数も農家戸数も減少の道をたどっていて，全般

に衰退過程にあるといえる。こと従事戸数や従事者

数の動向についてみる限り，酪農も例外ではない

が，農業経営の現場で新たに取り入れられている技

術，整備されつつある装置等々，技術革新及びその

普及のテンポという点では，酪農経営は今や花形産

業としての活気を呈しているといえる。

　ここでその活気の一面を規模の経済性という視点

で確認してみよう。農林水産省による平成１４年牛乳

生産費調査によると，①搾乳牛通年換算１頭当たり

粗収入は７０３，２８５円で，搾乳牛１頭当たりの費用は

６４３，０５９円となっていたので，所得は２３１，７１５円と

なっていること，②搾乳牛頭数規模別にみると１頭

当たりの費用は，飼養頭数が増すにつれて下降する

関係（平均費用線が広角Ｌ字型となる関係）にあり，

２０頭以上の経営で平均粗収入７０３千円をやや下回る

関係にあり，大規模経営が明らかに有利となる関係

を示している。さらに，搾乳牛１頭当たり粗収入も

３０頭以上の大規模経営で７００千円台となり，３．５％換

算１００�当たり生産量も大規模経営の効率性を裏づ

ける関係がみられる。

4　家族型酪農経営の目標は１００頭規模

　全国の統計では，大規模経営の有利性は分るが，

平均費用曲線がＵ字型になっていないので，最有利

表１　農業産出額の推移 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：億円，％）

構成比１３（概算）１２１１平７昭６０区分／年

（１００．０）８８，５２１９１，２９５９３，６３８１０４，４９８１１６，２９５総産出額

（７１．６）６３，３８９６６，０２６６８，２０９７８，５１３８２，９９６耕　　種

（２７．６）２４，４４３２４，５７７２４，６４７２５，１２５３１，６８６畜　　産

（８．７）７，７０３７，６７５７，７０７７，９１７８，８７６乳 用 牛

（７．６）６，７１９６，８２２６，８７９７，０１４７，５９６　うち生乳

（４．９）４，３１０４，５６４４，４００４，４９４４，７２７肉 用 牛

（５．７）５，０４６４，６１６４，８０２５，０５９７，９１０豚

（７．６）６，７００７，０２３７，０５０７，０１１９，３４２鶏

（４．３）３，７９０４，２４７４，２３７４，０９６５，０９９　うち鶏卵

（０．８）６８２６９９６８８６４５８３０畜産（その他）

資料：農林水産省「生産農業所得統計」

表２　酪農経営の収益性の推移 　　　　　　　　　 （単位：円）

１４１３１２１１７２区分／年

２３１，７１５２４０，２２６２３０，８６３２２７，００１２６１，６２６３１２，０１１
搾乳牛一頭
当たり所得

 １４，５１８ １４，８６１ １３，９６８ １３，５０４ １４，７６９ １５，６２６
一日当たり
家族労働報酬

資料：農林水産省「畜産物生産費調査」
注１：調査期間は前年４月から当年３月（１１月までは前年９月から当年

８月）
　２：調査方法については，４年から調査期間及び一部費目の取扱いを，

７年から労働時間帯の取扱いを，１０年から家族労働評価をそれぞ
れ変更した。

　３：１４年所得は１３．４～１４．３の間の生産費調査を用いている。ＢＳＥ
の影響が加味されている。

表３　搾乳牛頭数規模別費用・生産量 　　　　 （単位：頭，円）

搾乳牛
１頭当たり
粗収入

１００�当たり
第１次生産費

搾乳牛
１頭当たり
費用

戸当たり
搾乳牛
頭数（頭）

６４６，７４８１０，１３２８４１，２２４　６．７１～１０

６７１，２９５ ９，０３０７６６，５０２ １５．１１０～２０

６９３，０１７ ８，０４７７０５，４４６ ２５．４２０～３０

７１９，８８４ ７，１２９６６２，０７１ ３９．２３０～５０

７０２，４６５ ６，３２０６０４，９７９ ６０．９５０～８０

７００，６９０ ５，９４０５８４，０１９１００．８８０～　

資料：農林水産省「平成１４年牛乳生産費（全国）」より作成
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な規模を推定することが出来ないので，北海道に

限って平成８～１０年の生産費のデータで，飼養頭数

に対応する総費用曲線をもとめてみる。

　平成８～１０年の３年間のデータをプールして，三

次の回帰式（平均費用線がＵ字型となる）に当ては

め，総費用曲線を求めたところ，費用（Ｙ）と頭数

（Ｘ）との間には次の関係式を推定することができ

た。ただし費用の単位は千円である。

　Ｙ＝０．０３０７Ｘ３－４．８８８６Ｘ２＋６５５．４６２Ｘ＋８６．９１６

　重決定係数　Ｒ２＝０．９９５０

　ｔ値　２．９８５５（３次）－２．５７９４（２次）６．８１１４（１次）

　標本数　Ｎ＝２１，　　自由度＝１７

　自由度１７のｔ値は，危険率５％で２．１１０，２％で

２．５６７，１％で２．８９８であることから，いずれの係数

も危険率２％で有意である。

　総費用の式をＸで割ると平均費用の式が導かれ

る。

　Ｙ／Ｘ＝０．０３０７Ｘ２－４．８８８６Ｘ＋６５５．４６２＋８６．９１６

　　　　　／Ｘ

　また微分すると，限界費用の式が得られる。

　ｄＹ／ｄＸ＝０．０９２１Ｘ２－９．７７７２Ｘ＋６５５．４６２

　１頭当たりの限界収入（乳代収入＋子牛販売収入）

を６００千円と仮定して，最有利操業規模を求めると，

　６００＝０．０９２１Ｘ２－９．７７７２Ｘ＋６５５．４６２

から，Ｘ＝１００．１４が導かれる。これより，現在の技

術水準を前提にすると，理論的には１００頭飼養する

のが，家族型酪農経営の最有利規模ということにな

る。最有利な操業規模が１００頭であれば，施設の投

資は乾乳牛のことも考慮して，やや大きめに行うこ

とが望ましい。

　北海道の平均的な酪農経営は（平成１２年２月現

在），成牛頭数が５５頭で，総頭数では８７頭であること

から，規模の経済性を享受する余地を持っているこ

とになる。

　このように検討してみると，北海道の家族型酪農

経営のゴールはどうやら搾乳牛１００頭を飼養するこ

とに置かれることになろう。大規模経営の有利性は

酪農経営の潜在的活力の豊かさを示す。

　ちなみに，アメリカで農業政策の対象となる家族

経営の上限は，経産牛１５０頭，生乳生産量２６，０００ｃｗｔ

（１，１７０�）と規定されている。１００頭未満の経営が

３４％，１００～１９９頭規模が２２％の国でのことではある

が，北海道酪農の将来を暗示している。

5　低位安定した飼料価格が支える　　　
　酪農収益性

　酪農経営の高生産性，高収益性，収益の安定性そ

して規模の経済性などを実現させている背景に，低

位安定している配合飼料の価格がある。牛乳１�の

収入で乳牛用配合飼料が何�購入できるかという値

を，相対乳価と呼び，この値が１．３を超えると明ら

かに地域の生乳生産が伸びることが知られている。

この値が１．５を超えて何年かすると，地域酪農は確

実に高泌乳を記録することになることも，イスラエ

ルが世界の高泌乳トップの位置をオランダから奪い

とった頃の状況からも明らかである。

　低位安定した価格で飼料を供給する体制を整えて

いる日本の飼料業界の貢献度はそれだけ大きい。Ｂ

ＳＥ問題対策の一環で，牛専用の配合工場を整備す

るように規制がかかるので，すでに商系飼料会社は

数社が協同出資して合同プラントを設け，飼料の低

価格で安定供給を図って，競争条件を整えている。

酪農にとって頼もしい身方となっている。

6　盛んな投資意欲は活力の証拠

　酪農経営体の規模別動向をみると，明らかに８０頭

以上階層が増え，メガファームへの挑戦が各地で実

行されている。平成１４年２月現在の統計では，都府

県で３．８％が８０頭以上層で１６．１％の生乳を生産し，

北海道では８０頭超の経営が１７．７％を占め，生乳の

３４．９％を生産している。酪農経営は大型化し，かつ

生乳生産は大型経営に集中しているのである。　こ
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のように酪農をめぐる諸事情は酪農経営に活力を与

えるものとなっている。農林漁業金融公庫による

スーパーＬ資金の貸付実績をみると，酪農経営には

貸付件数も貸付金額もともに多くなっている（酪農

乳業速報７８０８号参照）。酪農経営自体も恵まれた情

勢をしっかりと受け留めて，活発に投資がなされて

いる。生乳生産の現場には活気がただよっているの

である。

表４　乳価・飼料の相対価格と生乳生産の伸び

生乳生産
伸び率
（％）

相対価格
（Ａ）／（Ｂ）

飼料価格
（Ｂ）
�／円

保証価格
（Ａ）
�／円

１０７．９

１０２．２

１０２．１

１０１．６

１００．８

１００．３

１．６０

１．５２

１．９９

１．５７

１．８３

１．８５

５０

５１

３８

４７

４０

３９

７９．８３

７７．７５

７５．７５

７３．８６

７３．３６

７２．１３

平成元年度

２

７

１０

１１

１２


